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第１節 足許の地方債市場の動向 

１ 2024(令和６)年度の全国型市場公募地方債の発行額 

 2024(令和６)年度の全国型市場公募地方債の発行額は、年度当初では、5兆 8,720億

円が計画されて1おり、着地は５兆 3,515億円となった(図表１)。 

 

図表１ 全国型市場公募地方債の償還年限別発行額推移 

 
（出所）総務省資料より地方債協会作成 

（注）  共同発行債を含む。住民参加型市場公募地方債、外貨建て債は除く。 

「超長期債」とは、「償還年限が 10 年超」である全国型市場公募地方債を指す。 

 

  

2024(令和６)年度全国型市場公募地方債の発行額(実績)を月別に見ていくと、2023

（令和５）年度対比で発行額が減少する計画となったことから、昨年度よりも多額の発

行となった月は７、８、３月であった。日銀政策決定会合で、政策金利を 0.25％に利上

げした７月以降、債券市場の価格変動率が上昇する環境下、10 月に向けて起債が活性

化したが、金利上昇に伴う利回りの上昇が好感されて旺盛な需要が集まったことで、特

段問題なく消化された(図表２)。 

 

 

 
1 2024（令和６）年４月 19 日総務省報道資料「令和６年度全国型市場公募地方債発行計画額」。総務省で

は、毎年度４月に地方公共団体の市場公募地方債の発行計画をまとめて公表している。 
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10 年債におけるグリーニアムは、2022(令和４)年 10 月にグリーンボンドにおいて

1.0bp 発生し、2023(令和５)年１月では 2.0bp に拡大した。同年８月にはサステナビリ

ティボンド、同年９月にはサステナビリティ・リンク・ボンドにおいても、グリーンボ

ンドと同様に 2.0bp のグリーニアムが発生し、以降同水準での発行が確認されていた。 

しかし、2024(令和６)年８月以降、個別団体が発行する 10 年債では 2.0bp のグリー

ニアムを保ったことによる減額発行が相次ぎ、同年 11 月に条件決定したグリーン共同

債ではグリーニアムが 2.0bp から 1.0bp へ縮小となり、2025(令和７)年３月に条件決定

したグリーン共同債ではグリーニアムが観測されなかった。 

また、ソーシャルボンド(５年債)においても、2023(令和５)年２月より通常債マイナ

ス 1.0bp で条件決定がなされており、プレミアムが確認されている。また、2025(令和

７)年２月条件決定ではプレミアムを 0.5bp と条件決定した。 

 一方で、グリーンボンドやサステナビリティボンドにおいて発行実績のある償還期限

が 10 年超のＳＤＧｓ債では、2024(令和６)年 12 月に条件決定した大阪府 15 年グリー

ンボンドは、同年９月条件決定の大阪府 15 年ノンラベル債から 1.0bp タイトな国債カ

ーブ＋9.0bp で着地しているが、この 1.0bp のタイト化は 15 年債のグリーンボンドの

需要の強さと解釈することができるが、ノンラベル(15 年)９月債から３か月経過した

ことによる 15 年ゾーンの需給環境の変化によるものとしても考えられるため、これを

グリーニアムと判断するかどうかの見解は市場関係者の間では固まっていない。 

 

（５）地方団体におけるＳＤＧｓ債の起債動向 

 公募団体に、ＳＤＧｓ債についての発行方針について尋ねたところ、「積極的な発行

促進を図る」と回答した団体は２団体(3.3％)であり、半数以上の団体は「現行のペー

スを維持する」と回答した。その他の意見として「市場環境を見極めながら発行規模に

て検討」や、「投資家の需要や現在選定している事業の進捗を踏まえて方針を検討して

いく」などが述べられた。（図表 22） 

図表 22 ＳＤＧｓ債についての発行方針 (複数回答) 

内容 回答 

 積極的な発行促進を図る 
2 

3.3% 

現行のペースを維持 
36 

59.0% 

発行の見直し・縮小 
2 

3.3% 

もともと発行しておらず今後とも発行しない 
7 

11.5% 

その他 
16 

26.2% 

（回答団体数） 61 
（出所）アンケート調査 
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